









調整政策の根拠法は第２次百貨店法 (    年制定) および大規模小売店舗法 (    年制定,  年改正, 以下では適宜 ｢大店法｣ と略する) であった｡
調整政策の枠組みにおいて重要であったのは商業活動調整協議会の存在である (以下では適







当該期の調整政策に関しては, 鈴木安昭氏１) および石原武政氏２) の研究が先駆的業績といえ
小特集：川越商業 (商工) 会議所と地域経済――川越商工会議所資料の可能性――    
高度経済成長期以降の川越地域における
大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会
松 本 和 明
１) 通商産業省通商産業政策史編纂委員会編 『通商産業政策史 第７巻―第Ⅱ期 自立基盤確立期 (３)
―』 通商産業調査会,     年,    ～   頁, 『通商産業政策史 第  巻―第Ⅲ期 高度成長期 (４)
―』     年,    ～   頁, 『通商産業政策史 第  巻―第Ⅳ期 多様化時代 (２) ―』    ～   頁,
および 『新・商業と流通 [第６版]』 有斐閣,     年,    ～   頁｡
２) 通商産業政策史編纂委員会編・石原武政編著 『通商産業政策史     ‒     第４巻 商務流通政
る｡ 流通史ないし商業史や流通政策 (史) の領域では, 両氏による成果をふまえて, 主要なト





商工会議所やジャスコ (現・イオン), 埼玉県草加市, 大阪府豊中市および池田市, 北海道川
上郡標茶町, 神奈川県相模原市, 静岡県および浜松市によるもの以外は６), 叙述はなされてい
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策』 経済産業調査会,     年, 第２章, および石原武政・矢作敏行編 『日本の流通   年』 有斐閣,    年,    ～   頁 (関根孝氏執筆)｡
３) 主なものとして, 石井寛治 『日本流通史』 有斐閣,     年,    ～   ,    頁, 同編 『近代日本流
通史』 東京堂出版,     年,    頁 (山口由等氏執筆),    ～   頁 (須永徳武氏執筆), 廣田誠・山
田雄久・木山実・長廣利崇・藤岡里圭 『日本商業史―商業・流通の発展プロセスをとらえる』 有斐閣,    年,    ～   頁 (藤岡氏執筆), 矢作敏行 『現代流通 理論とケースで学ぶ』 有斐閣,     年,   ～   頁, 崔容熏・原頼利・東伸一 『はじめての流通』 有斐閣,     年,    ～   頁 (東氏執筆),
渡辺達朗 『流通政策入門 (第４版) 市場・政府・社会』 中央経済社,     年,    ～   頁があげられ
る｡ このうち, 藤岡氏と渡辺氏の論考は行き届いたものであり, 必読に値する｡
４) 斉藤守生 ｢商業活動調整協議会の調整機能に関する一考察―大分県日田市の事例より―｣ 大分大学
経済研究所 『研究所報』 第  号,     年９月, ｢大分県商調協における調整の機能｣ 『研究所報』 第  
号,     年８月, 朝田良作 ｢大型店規制と消費者問題―島根県における運用実態から―｣ 島根大学法
文学部 『島大法学』 第  巻, 臨時増刊号,     年３月｡
５) 近年, 木村晴壽氏による研究が発表されている｡ ｢戦後の大店規制に関わる立法過程と商調協―い
わゆる地元民主主義をめぐって―｣ 松本大学地域総合研究所 『地域総合研究』 第  号,     １,     
年  月, ｢行政指導下のいわゆる地元民主主義―商調協による出店調整の実態―｣ 『松本大学研究紀要』
第  号,     年１月｡
６) 東京商工会議所地域経済部が    年に発行した 『東京商工会議所商業活動調整協議会のあゆみ』 は
その全容が網羅されている貴重な文献である｡ 他の商工会議所史としては, 宮崎商工会議所が    年
に発行した 『宮崎商工会議所三十年史』 の  ～  頁, 鹿児島商工会議所  年史刊行委員会編 『鹿児島
商工会議所七十年史』 (同所,     年) の  頁, 敦井代五郎編 『新潟商工会議所八十年史』 (新潟商工
会議所,     年) の   ～   頁, 長岡商工会議所が    年に刊行した 『長岡商工人 百年の軌跡』 の   および   頁 (筆者執筆) には商調協の活動が取り上げられている｡ 『函館商工会議所三十年史』
(同所,     年) や横須賀商工会議所が    年に発行した 『商工銘鑑』, 『若松商工会議所：創立から
解散まで』 (同所,     年) には商調協の規定や委員名が掲載されている｡ ジャスコが    年に刊行
した 『ジャスコ三十年史』 には各地への出店と地域との関係が取り上げられていて (   ～   ,    
～   ,    ～   頁), 有用である｡ 草加市史編さん委員会編 『草加市史 通史編 下巻』 (草加市,    年) では同市域はもとより埼玉県の動向も詳述されており (   ～   頁, 白戸伸一氏執筆), 重
要な業績といえる｡ 豊中市史編さん委員会編 『新修 豊中市史 第８巻 社会経済』 (豊中市,     
年) の   ～   ,    ～   頁 (廣田誠氏執筆), 池田市史編纂委員会編 『新修 池田市史 第４巻
現代編』 (池田市,     年) の   ～   および   ～   頁, 標茶町史編さん委員会編 『標茶町史 通
史編 第三巻』 (標茶町役場,     年) の   ～   頁 (桑原真人氏執筆), 相模原市教育委員会教育局
生涯学習部博物館編 『相模原市史 現代通史編』 (相模原市,     年) の   ～   ,    ～   頁, 同
たとしても概して平板といわざるをえない｡ こうした研究状況をふまえて, 本稿は, 調整政策
と商業活動調整協議会について１つのケーススタディーを提供するものである｡
なお, 関係する史実については, 特に断らない限り, 川越市域に関しては川越市総務部市史
編纂室編 『川越市史第四巻近代編』 (川越市,     年), 『川越市史第五巻現代編Ⅰ』 (    年),
『川越市史第五巻現代編Ⅱ』 (    年), 埼玉県行政史編さん室編 『埼玉県行政史 第四巻』 (埼
玉県県政情報資料室,     年), および埼玉県編集・発行 『新編埼玉県史 通史編７』 (    年),
川越商工会議所や産業界に関しては川越商工会議所記念誌編纂委員会編 『川越商工会議所  年
史 (川越商工経済録)』 (川越商工会議所,     年), 丸広百貨店に関してはストアーズ社編
『丸広の歩み』 (丸広百貨店,     年), 大久保に関しては大久保竹治 『商い街道まっしぐら』
(丸広百貨店,     年) に依拠している｡
１. 江戸時代から昭和戦前期にかけての川越地域の商業および中心市街地の変遷
本章の叙述は, 特に断らない限り, 上記の諸文献とともに, 杉村暢二氏の諸業績に拠ってい
る７)｡
江戸時代の川越藩政下においては, 第３代藩主の松平信綱が    (寛永  ) 年１月の大火を
契機として, 川越城の改築 (現在の郭町) と周辺一帯の開発を本格的に着手した｡ 川越城西側
に東西・南北の道路を建設し, その交差点が ｢札ノ辻｣ (現・札の辻) で町屋の中心となった｡
また, 商人町として古くは北町後に喜多町・高沢町 (元町２丁目)・本町 (元町１丁目)・南町
(元町と幸町)・江戸町 (大手町) からなる ｢上五か町｣, 職人町として鍛冶町 (仲町)・鴫町
(志義町, 後に仲町)・多賀町 (大手町)・上松江町 (松江町２丁目)・志多町からなる ｢下五か
町｣ (それぞれを合わせて ｢十か町｣ と称する), 養寿院・行伝寺・妙養寺・蓮馨寺の門前町の
｢四門前｣, 商人町としての性格をもつ ｢町郷分｣ さらに ｢郷分｣ が形成された｡ 喜多町には米





『相模原市史 現代テーマ編 軍都・基地そして都市化』 (相模原市,     年) の ｢消費と商業をめぐ
る相模原市の現代史｣ (ともに箸本健二氏執筆), 静岡県編集・発行 『静岡県史 通史編６ 近現代二』
(    年) の    ～    頁 (金澤史男氏執筆), 浜松市編集・発行 『浜松市史 五』 (    年) の   
～   ,    ～   頁 (佐々木崇暉氏執筆) があげられる｡ このうち, 豊中市と相模原市のケースは,
産業界のみならず行政や議会および市民との関係を立ち入って叙述されており, 有益な成果といえる｡
７) ｢首都    圏内外の６都市の商業機能｣ 日本不動産学会 『不動産研究』 第  巻第３号,     年６
月, ｢川越市における商業中心の移動｣ 日本地理学会 『地理』 第  巻第３号,     年３月, ｢川越の市
街地形成と商業中心の移動｣ 帝京大学文学部史学科発行 『帝京史学』 第  号,     年１月｡
銀行 (現・埼玉りそな銀行) は南町,   年には川越銀行が喜多町で開業している｡     年に高
沢町の火災で約   戸が焼け,   年３月には再び大火が発生し, 織物商や米穀商が複数立地し
ていた南町・志義町・鍛冶町など約    戸余が焼失した｡ その後の復興で, 多くの商家が防




間が全通し,     (明治  ) 年４月には川越電気鉄道の大宮・川越久保町間が開通した８)｡ 前
者の川越駅は新田町 (新富町), 後者の川越久保町駅は現在の三久保町に設置されており, そ
れぞれ中心部からやや離れていたのに留意する必要がある｡
大正期から昭和戦前期にかけては, インフラ整備の進展に伴って変化が生じていった｡    (大正３) 年５月１日に, 東上鉄道が池袋・田面沢間を開業し, 川越町駅 (  年  月に
川越市と改称) が開設した｡ 続いて６月に高階駅 (現・新河岸) ができた｡ 翌  年４月には川
越西町駅 (現・川越) が開設されている｡ その後, 東上鉄道は    年  月に坂戸町 (現・坂戸)
まで延伸して的場駅 (現・霞ヶ関) が開設された｡     (大正９) 年７月には東武鉄道に合併





会頭で, 後に川越町長などを歴任する綾部利右衛門, 専務取締役に同所副会頭の山崎博之 (覚
太郎・茶および紙商) が務めた｡ これに際して, 大宮・川越久保町間の路線は川越東線となっ
た｡ 武蔵水電は, 川越電気鉄道として    年から電灯・電力を供給していた川越地域に加えて,
所沢・入間川町, 松山・小川・寄居町や秩父方面にも供給区域を拡大していった  )｡    (大正  ) 年６月に, 武蔵水電は帝国電灯に買収されたが, 帝国電灯が鉄道・軌道部門
を分離したため, 綾部らがこれを継承して, 同年８月に西武鉄道を資本金   万円で設立した｡
綾部と山崎が同社の取締役, 同所常議員の山崎嘉七 (菓子商) が監査役に名を連ねた｡ これに
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８) 川越鉄道および川越電気鉄道に関しては, 老川慶喜氏が 『埼玉鉄道物語―鉄道・地域・経済―』
(日本経済評論社,     年) の第６章 ｢川越鉄道の開業と入間地方｣ で詳細に論じている｡
９) 東武鉄道および同社の関連事業については, 東武鉄道社史編纂室編 『東武鉄道百年史』 東武鉄道株
式会社,     年に拠っている｡  ) 武蔵水電に関しては, 拙稿 ｢地域振興と産業育成｣ 渋沢研究会編 『新時代の創造 公益の追求者・
渋沢栄一』 (山川出版社,     年) の  ～  頁も参照されたい｡












画され,     年に着手された｡ 商家の移転等に手間取ったため, 開通したのは    (昭和８)





国鉄川越線 (現・ＪＲ川越線) の敷設は, 長きにわたり川越商工会議所が取り組んできた課
題であった｡     年  月に開会した第  回帝国議会で建設案が可決され,   年９月に着工した｡





２. 高度経済成長期の川越地域の発展と商業の変容    年代半ば以降の高度経済成長期に入ると, 首都圏の急速な成長のなかで, 地域の工業化
と都市化が進展し, これにより商業の動態が大きく変容していくこととなった｡    (昭和  ) 年４月１日に, 川越市は, 周辺の９ヵ村 (高階・霞ケ関・大東・名細・福原
・南古谷・古谷・芳野・山田村) を合併した｡ 人口は  万    名となり, 旧市と比べてほぼ
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 国鉄川越線の敷設過程については, 前掲 『埼玉鉄道物語』    ～   頁に詳しい｡
倍増した｡ 旧高階村は東上線の新河岸駅, 霞ケ関村は東上線の霞ヶ関駅と川越線の的場・笠幡









が進み, 東京のベッドタウンとの様相を呈していった｡ 特に霞ケ関地区の ｢角栄団地｣ (    
年に川越市の斡旋で東武鉄道が土地を買収した後,   年に角栄建設に売却・分譲) や東急不動
産による ｢東急団地 (ニュータウン)｣, 埼玉県企業局による霞ケ関住宅団地, 旧市域の月吉町
の県営月吉町団地, 福原地区の霞町住宅などは大規模であった｡ また, 高階地区などの市西南
部の畑作地帯の住宅地化の進展がみられた｡
この時期に注目すべきは, 複数の私立大学・短期大学および高校が川越市内に進出したこと
である｡     年に田町に山村女子高等学校 (現・山村学園高校),   年に東洋大学工学部が名
細地区の鯨井,   年に南古谷地区今泉に東邦音楽大学附属東邦第二高等学校,   年には今泉に
東邦音楽短期大学 (現在は東邦音楽大学が立地), 霞ケ関地区の的場北に国際商科大学 (現・
東京国際大学) が開設されている｡
この間, 川越市の人口は順調に増大した｡ 市制施行  年後の    年に  万    人と  万人
を超え,   年に  万    人となり  万人を突破した｡ 市制施行  年の    (昭和  ) 年には  万   人となり,   年と比べて  倍に拡大した｡ 特に, 新市域で東上線沿線の高階, 霞ケ関,
名細地区および西武線沿線の大東地区の増加が顕著であり, 福原地区も着実に伸びている｡   
年前後からは南古谷, 山田, 古谷地区も増大していった一方で, 旧市域の特に従来の中心部一
帯では人口減少が見られはじめている  )｡
川越市周辺の狭山市や入間郡坂戸町 (現・坂戸市), 鶴ヶ島町 (現・鶴ヶ島市), 日高町 (現
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  ) 杉村暢二 『都市商業調査法』 大明堂,     年,    ～   頁｡
越駅が  ％, 本川越駅が   ％, 川越市駅が   ％を占めていた｡ 各駅の乗降客吸引力が高ま
っていったのである｡ 他方, 工業団地および住宅地の開発や大学の立地により, 東上線新河岸
および霞ケ関駅, 西武線南大塚駅の乗降客数も増えていった｡   年の比率は新河岸駅が   ％,
霞ケ関駅が  ％と国鉄川越駅 (  ％) を上回っていた｡ 南大塚駅も  ％で国鉄川越駅に迫っ
ていた｡ 川越線南古谷駅は  ％であったもののその数は増大していた  )｡    年時点での川越市の商圏は, 地元圏 (地元および流入率  ％以上) が川越市および坂戸
・鶴ヶ島・日高・川島町, 第１次圏 (流入率  ～  ％) が狭山市と入間郡鳩山村 (現・鳩山町),
第２次圏 (流入率  ～  ％) が入間郡大井・三芳・越生・毛呂山町, 第３次圏 (流入率５～  
％) が東松山・上福岡・富士見市, 影響圏が志木市ほか  市町村で, 総商圏人口は   万    









県内企業では, 大久保竹治により    年に入間郡飯能町 (現・飯能市) で創設された衣料品
卸・小売業の丸木商店が  年に仲町へ進出した｡ その後の事業展開は後述する｡ また,   年に





その後, 長崎屋が    年に新富町へ移り,   年には同町内で移転した｡ 尾張屋は  年に新富
町へ移った｡ なお, 丸井川越店は    年に川越駅前の脇田町へ移転している (現・川越モディ)｡
それまでの新富町は, 大久保竹治が述懐しているように, ｢まだ一部に畑が残っていたし,
民家もバラバラある程度 (中略) 商店は煙草屋, 荒物屋, 寝具店などが数軒あるだけで, ビル
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 川越商工会議所発行 『川越商業の概況』     年９月, ５頁｡ 川越市立中央図書館所蔵｡  ) 同上書, ７～  頁｡  ) その後    年４月に閉店し,   年５月には家具専門店 ｢    川越店｣ を開店したが,   年に閉
店した (由井常彦編 『セゾンの歴史 下巻』 リブロポート,     年,    頁, セゾングループ史編纂
委員会編 『セゾンの歴史 年表・資料集』 リブロポート,     年,    ,    頁)｡
は一軒もなかった｣  ) 状態であったが, 丸広百貨店の出店が大きな契機となって, 新富町商店
街および丸広百貨店から川越駅にかけてのサンロード (現在はクレアモール) は, 一躍川越の 中心市街地 となったのである｡     年代半ばにおける新富町一帯の日曜・休日の歩行者数
は６万人を超え, 熊本・浜松・長野・姫路市などの  ～  万都市に匹敵するものであった  )｡







争が激化するなかで, 中小小売業者や卸売業者の収益が圧迫されるところとなった｡ そこで,    (昭和  ) 年５月  日に ｢(第２次) 百貨店法｣ が制定された (法律第   号, 同年６月  
日施行)  )｡




臣 (以下, 適宜 ｢通産大臣｣ と略する) の許可を受けなければならず (第３・６条), また,
閉店時刻および休業日も定められた (第８条および ｢百貨店法施行令｣   年６月４日制定, 同
月  日施行・政令   ) ことをまず指摘する必要がある｡
通産大臣は, 許可の決定にあたり学識経験者からなる百貨店審議会へ諮問しなければならな




第３項)｡ これにおいて, 日本商工会議所会頭宛てで通商産業省企業局長通牒 ｢商工会議所の
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  ) 前掲 『商い街道まっしぐら』    頁｡  ) 杉村暢二 ｢都市再開発の現状と問題点｣ (田辺健一・高野史男・二神弘編著 『都市再開発』 古今書
院,     年)   頁｡  ) 第２次百貨店法に関しては, 前掲 『通商産業政策史 第７巻―第Ⅱ期 自立基盤確立期 (３) ―』   ～   頁に拠っている｡
商業活動調整協議会の運用について｣ が  年６月７日に出され, 商工会議所に商業活動調整協
議会を設置して諮ることがより適切とされた｡ また, 利害関係者からの意見聴取方法は, 同月
８日に制定,   日に施行された ｢百貨店法施行規則｣ (通産省令  ) に定められた｡
店舗の基準は床面積の合計が    ㎡ (東京都特別区および地方自治法で定められた６大都
市は    ㎡) 以上であった (第２条)｡ 規制対象は    年に制定された ｢第１次百貨店法｣
(  年廃止) では建物単位 (｢建物主義｣) であったが, 第２次法では企業単位となった (｢企業
主義｣)｡
渡辺達朗氏が指摘しているように, 第２次百貨店法の特徴は, 企業主義および許可制と地元





ところで, 鈴木安昭氏が ｢東京商工会議所における商業活動調整協議会の創始｣ (青山学院
大学経営学会・青山学院大学経営研究所 『青山経営論集』 第  巻第２・３合併号,     年  月)













商業実践科 (現・聖望学園高等学校) に進んだ｡   年に同校を卒業後に, 八王子市八日町の洋
品・呉服の卸小売商の丸木洋品店に入り実務経験を積んだ｡ 一時海軍に入営した後, 独立起業
の意を強くし,     (昭和  ) 年  月に飯能町原町で衣料品卸・小売業の ｢丸木衣料品店｣ を
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 前掲 『流通政策入門 (第４版) 市場・政府・社会』    頁｡  ) 鈴木氏は, 同論文の末尾で ｢今日の全国の商調協が多くの問題に直面しているからといってそれの
持つ意義まで否定さるべきではないと思われる｣ と言及しているが, 筆者も同感である｡
開業した｡ その直後に小型乗用車のダットサンを入手し, 県内外での仕入れに奔走したという｡    年に海軍に召集されたが終戦直後に復員できた｡ 統制経済下とその解除後も続いた物資
不足のために経営は苦労が絶えなかったが,   年には店舗裏の倉庫を取り壊して新店舗の建設
に着手している｡    (昭和  ) 年５月  日に, 資本金  万円をもって法人化を果たし, 株式会社丸木となっ
た｡ 翌６月には２階建て・   ㎡の洋館の新店舗が完成し, ｢丸木総合衣料品店｣ と称した｡
この直後から, 大久保は, 川越, 大宮, 所沢, 東松山への進出を企図し始めた｡   年に入る
と川越に照準を定め, 土地買収を開始した｡ まさに徒手空拳であったため順調に進まなかった




大宮店,   年７月に東松山出張所を開店した｡ このうち, 大宮店は大宮駅東口の銀座通りに出
店し  ), 鉄筋コンクリート４階建てで総面積   ㎡・売場面積   ㎡であった｡    (昭和  ) 年  月７日に, ｢株式会社丸広百貨店｣ に社名変更した｡ 資本金を   万円と
増資した｡ 前述のとおり, 同年は第２次百貨店法が制定された年であり, 同法が規定する規模
を有する本格的な百貨店の出店を大久保は想定していたといえる｡
これ以降, 大久保は従来の戦略を転換し, 既存店舗の大規模化を推進していった｡     年８




続いて, 大久保は, 川越店の移転計画の策定に着手した｡ 新店舗は従来の６倍近くとなる    ㎡規模を想定した｡ 大久保は    年春にセスナ機をチャーターして川越市中心部上空を
旋回するなど調査を重ねた結果, 新富町の将来性を予見して, 仲町からの移転を決断した｡ 翌  年には総面積    ㎡・売場面積    ㎡との計画をまとめた｡ 土地買収を進めるとともに,
同年５月に本店を川越へ移転し,   月に資本金を    万円に増資している｡
当然のことながら, 丸広の移転計画は, 川越市域のみならず埼玉県内でも空前かつ絶後な規
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  ) 渡辺吉右衛門は川越地域を代表する呉服・太物・荒物商で, 川越渡辺銀行頭取や渡辺証券社長など
も務めた (関口兒玉之輔編輯 『埼玉県紳士録』 埼玉県人会,     年,    頁)｡ 渡辺は    年に川越商
工会議所常議員となり,   年から  年まで第４代会頭を歴任した (  年から  年は埼玉県商工経済会
評議員・川越支部長)｡ その後  年まで顧問を務めた｡  ) これ以降の大宮駅東口の状況については, 拙稿 ｢駅前開発と再整備｣ (さいたま市発行 『さいたま
市史 鉄道編 鉄道で語るさいたまの歴史』     年)    ～   頁｡
模であったため, 仲町および新富町内はもとより地域商業界の関係者からは懸念の声が上がっ
た｡ これに対して, 大久保は地域との共存共栄とのスタンスを明確に掲げ, ｢誠意と根気｣ を
以て関係者と粘り強く交渉を重ね, 次第に理解が広がっていった｡ これにおいては, 川越店開
店の翌  年３月に丸木取締役 (同年４月に専務に昇格) 川越店長の柳内貞雄が川越商工会議所
議員に就任するなど, 地域との良好な関係を構築かつ堅持していたことが奏功したといえる｡    年６月５日に, 丸広百貨店は百貨店営業許可申請書を通商産業大臣に提出している｡
ところで, 川越商工会議所が設置した商業活動調整協議会は, 同会設置規約によると, ｢商
業活動の公正と安定を保持するため必要な調整を行なうことにより, 商業の振興に寄与するこ












委員として卸売業者２名, 小売業者４名, 消費者３名, 学識経験者３名, 同会議所議員４名
の  名が選任, 構成され, さらに, 参与として３名 (東京通商産業局商工部長・埼玉県商工部
長・川越市民生経済部長) が加わっている  )｡
『川越商工会議所関係文書』 には, 同上の商業活動調整協議会での協議内容に関する文書は




また, 同デパートの出現による中小商店の打撃もあるが, 同時に客引きによる利益, その他周
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) ｢丸広百貨店増築申請書類 (商調協用)｣ 『川越商工会議所関係文書 Ⅲ 戦後編』      ～     所
収｡ 川越市立博物館所蔵｡  ) 同上文書｡
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す｡ そのためにわれわれはどんな協力, 努力を惜しまない覚悟です｡ 商店街全体の発展が街
の発展となり, ひいては消費生活の向上につながっているわけですし, 目前に予想される二
十万都市への脱皮と, それにふさわしい近代都市づくりへの貢献と信じております｡
その後, 丸広百貨店は,   年４月に総合割賦販売の承認を申請しているが, 商業活動調整協
議会での協議と関係者の意見聴取の結果, ｢川越市における小売業者の販売活動について著し
く支障を及ぼすことなく｣, ｢相互信頼と共存共栄のもとに商圏の拡大と消費者の利便のうえか










していた｡ これに対して, 大久保は同年  月に伊勢丹 (現・三越伊勢丹) を中心とする共同仕
入機構の ｢十一店会｣ (後の   ) への加盟を決め, マーチャンダイジング能力の強化を図
るとともに, 川越店のさらなる拡張を計画していったのである｡ これにおいては, 同年に川越
市の人口が  万人を突破し, 将来に向けて  万人構想が打ち出されており, 地域内外の人口お





この当時, 流通業界では ｢東京近郊では大型店は育たない｣ との認識が一般的であったが,
川越店の増床計画は ｢都心百貨店との格差解消｣ との明確なコンセプトが掲げられた｡ 地方百
貨店では天満屋岡山店の２万    ㎡, 岩田屋本店の２万    ㎡が最大級で, ３万㎡化には動
揺が走ったが, 大久保は ｢攻撃は最大の防衛｣ と社内外の関係者を鼓舞して事業を主導した｡    (昭和  ) 年８月  日に通商産業大臣に提出された店舗床面積増加申請の書類にも,
｢当社は百貨店経営の社会的使命を考え, 地元商店街と相提携しつゝ発達すべきであると考え
ております｡ より近代化した店舗設備, 商品陳列, 売場環境作りによって, 従来都心へ流出し
ていた地元消費者を食止め (中略) 地元商店街の繁栄に好影響を与えるものと確信｣  ) とその
姿勢が強調されている｡
同年９月  日に, 川越商工会議所は, 大久保に増築計画についての説明を求める会合を開催
した｡ 同所側の参加者は, 会頭の原次郎, 商業活動調整協議会会長の岡村一郎 (川越市立図書
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った｡ 当時の地方百貨店の売場面積では一躍最大規模となった｡ また, エレベータが８基, エ
スカレーターが  基に増設され, 駐車場として平面駐車    台分を設えた｡
増築完成に際し, 大久保は, 以下のような談話を発表している｡ 主要部分を引用したい  )｡
私どもの最終的な目標は, 川越本店を中心とした ｢まるひろ・ショッピングタウン｣ 作り
であります｡ (中略) 買物からレジャー, さらには文化まであらゆる市民の要求にこたえて
いきたい｡
これは何年かかるかわかりませんが, 地元商店街と相携えて必ず完成させるつもりです｡






４. 大規模小売店舗法の制定と川越地域および埼玉県の動向    年代後半以降, スーパーの多店舗化が急速に進展する一方で, 第２次百貨店法ではその
出店を規制することはできなかった｡ 同法では店舗面積    ㎡以上の物品販売業を百貨店業
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    






かけるべく,     (昭和  ) 年９月  日に ｢大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整
に関する法律｣ (｢大規模小売店舗法｣ ないし ｢大店法｣) が可決・成立し,   月１日に法律第   号として公布された｡ 施行は  年３月１日で, これと同時に第２次百貨店法は廃止された  )｡
大規模小売店舗法は, その目的として, ｢消費者の利益の保護に配慮しつつ, 大規模小売店
舗における事業活動を調整することにより, その周辺の中小小売業の事業機会を適正に確保し,
















ばならなかった (第９条)｡ なお,   年２月  日に制定, 同年３月１日に施行された ｢大規模
小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律施行規則｣ (通商産業省令  ) では,
閉店時間は午後６時, 休業日数は毎月４日と定めている｡
大規模小売店舗審議会は, ｢大規模小売店舗審議会令｣ (  年２月  日制定・政令  ) により
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  ) 前掲 『通商産業政策史 第  巻―第Ⅲ期 高度成長期 (４) ―』    ～   頁｡  ) 大規模小売店舗法に関しては, 前掲 『通商産業政策史 第  巻―第Ⅳ期 多様化時代 (２) ―』    






施行規則第  条)｡ 商工会議所や商工会は, その意見を決定するにあたって, 商業活動調整協
議会を設置して諮ることが適当であると, 通産省産業政策局長通達 ｢商業活動調整協議会の運












き小売業者が届出をおこない (｢５条届出｣), 商業活動調整協議会での調整がおこなう (｢正式
商調協｣) との手続きが取られていたことも認識しておく必要がある｡
さて,     (昭和  ) 年６月  日に, 川越商工会議所は商業活動調整協議会を改めて設置し
た｡ 同協議会の ｢設置規則｣ によると, その目的を ｢商業活動の振興に寄与すること｣ (第２
条) とし, 事業としては ｢大型小売業者と一般小売業者間の商業活動の調整に関し, 大規模小
売店舗審議会又は行政庁に対する意見を審議決定すること｣, ｢大型小売業者と一般小売業者間
の商業活動における問題の一般的調整を図ること｣ および ｢その他商調協の目的を達成するた
め必要な事項｣ (第３条) が掲げられた  )｡ 先述した第２次百貨店法下のそれと比較すると,
大規模小売店舗と地元小売業者との調整に絞られていることが見てとれる｡
同協議会の委員は  名以内とした (第４条)｡ その構成は, 商業者が８名 (小売業者４名・
大型小売業者２名・卸売業者２名), 消費者が４名, 学識経験者が５名 (学識者３名・商工会














表面化した｡    年３月に埼玉県商工部が刊行した 『大型店対策指導の手引』 によると  ), 調整ないし規
制強化を求める側 (主に中小小売業者) からは, 次のような見解が出されていた (同書３～４
頁)｡





③ 都市計画で定めた商業地域以外への出店は, 大幅に規制すべきである｡ 特に, 都市計画
上好ましくないところへは出店できないようにすべきである｡
④ 中小小売業者の事業機会を確保し, 社会不安の発生をふせぐためには, 時限的に大幅な
規制を加え, 中小小売業者の発展の基盤をつくり立直れる機会を与えるべきである｡
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  ) 埼玉県立熊谷図書館所蔵｡
懸念があるから, これの規制は厳しくすべきである｡
⑩ 建物面積の大きさだけでなく, 企業活動全体を調整の対象に組みいれるべきである｡ 特
に, 中小企業対策として打ち出されているチェーン化によるコンビニエンス・ストア政策
を大企業が先取りしているが, この分野への進出は厳しく規制すべきである｡
さらに, 中小小売業者からは県による条例の制定や強力な行政指導, 調整基準の明確化, 基
準未満の中型店の規制などの要望が出されている｡
一方で, 調整ないし規制緩和を求める立場 (主に大型店) からは, 以下のような意見が出さ
れていた (同書４頁)｡
① 規制の強化は, 大店法の目的である消費者利益の精神に反するばかりでなく, 地域の小
売商業の近代化にとっても障害となり, ひいては国民経済の健全な発展を阻害し, 国民生
活の充実をさまたげることになる｡





他方, 一般消費者は, 地元小売店への愛着ないし親和性はあるものの, 第１次石油ショック
に伴う諸物価の急騰による低価格志向も強めており, 事態は複雑な様相を呈していた｡







項が掲げられている｡ 翌  年３月には, 中小小売業者の対処法を示したマニュアルとして, 先
述した 『大型店対策指導の手引』 を発行している  )｡
さらに, 埼玉県は,     年５月に ｢埼玉県大規模小売店舗出店対策要綱｣ を策定している  )｡
具体的には, ①出店情報把握のために県・市町村・商工会議所・商工会に情報連絡員を配置,
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 先に掲げた要綱と６点の事業内容は, 同書の   ～   頁に掲載されている｡  ) 前掲 『草加市史 通史編 下巻』    ～   頁｡
②県は関係機関へ情報提供・助言, ③大型店出店対策連絡会議の設置, ④大規模小売店舗法の
対象外である売場面積   ㎡以上    ㎡未満の ｢中型店｣ にも適用, ⑤中型店にも商業活動調
整協議会に基づき斡旋・調停・勧告を実施などであった｡ 加えて, 同年  月には, 商工会議所
または商工会が商業活動調整協議会に先立ち大型店出店の影響等を協議・検討できるよう配慮





















ついて対立, 双方とも地元市議会, 市長, 商工会長に対して反対, 賛成の相異なった趣旨
の請願・陳情をおこない商調協にも働きかけ, 市議会は特別委員会を設置して報告を受け
議決し, 関係機関へ要望
各類型の事例としては, ①は坂戸市など, ③は熊谷市, ④は埼玉県商工会連合会が推奨する
形式で狭山市や越谷市 (やや変形), ⑤は行田市, ⑥は加須市があげられている｡
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  ) 財団法人日本総合研究所発行 『首都圏における大規模小売店舗出店の影響』     年２月,    頁｡
川越市については言及がないものの, 商調協の設置規則には ｢調整困難な事案については,
学識経験者たる委員による小委員会を設置して審議に当る｣ (第  条), ｢小委員会は, 関係者
の意見を十分に聴取し, 調整案を作成しなければならない｣ (第  条) とあり  ), ②のタイプ
といえる｡
この間, 川越商工会議所が設置した商業活動調整協議会では,     年２月以降, 長崎屋, イ
トーヨーカ堂, 尾張屋, 西友ストアー, 東武ショッピングセンターの閉店時間と休日日数の協
議がなされている｡




るべき (中略) 基本的には審議会から出された目安を尊重して, 休日, 閉店時間を考えていた
ゞきたい｣ と指摘したように, 閉店時間の延長と休日日数の減少を求める大型店側と地元小売
業者側とでは溝があった｡ こうしたなかで, 消費者代表の山根仲 (元川越市婦人会連合会会長)
は ｢小売店としての心がまえも必要 (中略) 大型店の時間制限だけではなく小売店も消費者の
立場を十分考えるべき (中略) 大型店の進出により新富町が現在のように発展したのであり,
共存共栄でやってもらいたい｣, 参与である大塚敬三 (川越市経済部長) は ｢大小法の主旨は
消費者の利益と小売店の育成を守ることが建前であるので, 大型店の規制と伴に小売店の努力
を強くお願いしたい｣ と述べている｡ これらの見解を踏まえて, 小委員会も含め複数回議論を
重ねた結果, 双方の主張を歩みよらせる形で決している  )｡
注目すべきは, 商調協での議論のなかで, 土金が大型店への要望として, ①地元の商慣習の





年８月に川越店別館として ｢まるひろスポーツ館｣ (地上３階建て・売場面積   ㎡) を開店し
ている｡
丸広百貨店は,     年９月に東松山店の第１期増築 (地上５階・地下１階, 売場面積はほぼ
倍増の    ㎡),   年７月に飯能店の別館 (地上４階・地下１階・総面積    ㎡) および第
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 注  と同じ｡  ) ｢昭和五十年 商調協資料｣ 『川越商工会議所関係文書 Ⅲ 戦後編』      ～     所収｡  )     年３月  日に開催された商業活動調整協議会における発言, 同上文書所収｡  ) 注  と同じ｡
３期増築 (売場面積    ㎡から     ㎡), さらには  年  月に ｢第二次多店舗化戦略｣ の１
号店として南浦和店 (売場面積    ㎡) を開店している  )｡ これらにあたり, 地域の関係者
との対立は確認されていない｡ 地域との共存共栄を重視する丸広百貨店のスタンスが奏功した
と思われる｡ これとともに, この時期には, イトーヨーカ堂が坂戸と東松山, 忠実屋が坂戸と
飯能および狭山, 東武ストアが北坂戸に開店し, 浦和駅西口に伊勢丹の出店が予定され (  年
４月開店), 川越 (霞ヶ関および川越駅東口) への東武ストア, 所沢へのダイエーや西友スト





で出店し, 出店先も地方都市の中心部からその郊外や周辺へと広げていった｡ 一方で, 多くの
地方自治体は条例や要綱などを制定して規制を強化した｡ 消費者の利害も絡んで, 事態はより
混迷の度を深めた｡
こうしたなかで, 政府は,     (昭和  ) 年６月の第  回国会に大規模小売店舗法の一部改
正案を上程し, 一端は継続審議となったものの, 同年  月  日の第  回国会で可決・成立し,
翌  月  日に法律第   号として公布され, 翌  年５月  日に施行された  )｡
この改正大店法は, 調整対象面積の引き下げが最大のポイントといえる｡ 従来の店舗面積    ㎡ (東京都特別区および政令指定都市は    ㎡) 以上を ｢第一種大規模小売店舗｣,    








となった (第７条)｡ 第一種店舗も届出は知事を経由し, 知事は大臣に意見を申し出ることが
できるとされた｡ さらに, 商工会議所および商工会に加えて, 市町村長にも通知し, 市町村長
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ここで, より注目すべきは, 商業活動調整協議会が改正大規模小売店舗法施行規則 (    年
５月  日, 通商産業省令第  号) の第８条の２に ｢商工会議所又は商工会が (中略) 意見を聴




会長宛 ｢商業活動調整協議会の運用について｣ (    年５月  日付,   通局第   号) が出され
た (同名の通達である  年２月  日付,   産局第   号の改定)｡ 大店法第３条による届出がな
された後に商工会議所または商工会が商業活動調整協議会の効率的運営を図るために審議スケ
ジュールと審議項目案を作成すること, いわゆる ｢事前商調協｣ の審議期間を８ヶ月を目途と
すること, ｢正式商調協｣ の審議期間を２ヶ月以内 (必要な場合は４ヶ月まで延長) とするこ
と, 大型店出店の影響が複数の商工会議所または商工会地区にわたる場合は ｢広域商調協｣ を





その後, ｢事前商調協｣ の期間で調整が尽くせないことが想定され, 大店法３条による届出
の前に ｢事前説明会｣ を設定して, 大型店と地元関係者が協議をおこない, 一定の合意を図る







通産省は,     年１月  日に, ｢大規模小売店舗の届出に係わる当面の措置について｣ と題
する各通産局長あての通達を出した (  通局第  号)  )｡ これには, 大店法第３条による届出
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    
  ) 前掲 『草加市史 通史編 下巻』    頁｡  ) 前掲 『首都圏における大規模小売店舗出店の影響』    頁｡  ) 以下については, 前掲 『通商産業政策史     ‒     第４巻 商務流通政策』   ～  頁に拠って
前に出店予定地への説明と第一種大規模小売店舗の出店が相当水準に達している地域での都道
府県知事による届出の自粛をそれぞれ指導することが明記された｡ つまり, ｢事前説明会｣ が
通達レベルとはいえ正式に認知され手続きに事実上組み込まれ, 大型店が過密な地域を ｢出店
抑制地域｣ として新たに設定するなど, 大型店出店へのハードルがより高くなったのである｡  年２月には大店法施行規則が改正されて, ｢商業活動調整協議会規則｣ (昭和  年通商産業
省令第２号) が新たに制定された｡ これの第２条には ｢商業活動調整協議会 (以下 ｢商調協｣
という｡) は, 法の目的の円滑な達成に資することを目的として (中略) 商工会議所又は商工
会に設置されるものとする｣ と定められた  )｡













④ 適正価格販売の原則を遵守し, 地元商店街の秩序を乱すような不当廉売, 誇大広告など
は厳につつしみたいと思います｡
⑤ 従業員を採用する場合は, 賃金ベースを乱さないように充分注意いたします｡ また地元
商店街勤務の従業員をスカウトするような行為はつつしみたいと思います｡
⑥ 万一, トラブル発生の場合は, すみやかに地元商店会と連絡をとり, 誠意をもって問題
の調整解決につとめたいと考えます｡
⑦ 当社の基本方針である 『商売を良心で貫く』 精神を遵守し, 優秀商品の安定提供に万全
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いる｡  ) 埼玉県商工部発行 『商調協運営マニュアル』 (    年, 国立国会図書館所蔵) の  ～  頁に所収｡  ) ｢昭和五十四年度七月～十二月 商業活動調整協議会会議録綴｣ 『川越商工会議所関係文書 Ⅲ 戦
後編』      ～     所収｡
を期し, 地元商店街の名声を傷つけないようにつとめたいと考えます｡
また, 消費者に対しては, 明るく近代的な店舗造りと購買頻度の高い衣料品の安定提供, 駐
車・駐輪場の確保, 騒音・交通公害の防止, 地元の各種行事への積極的参加などを強調した｡
















います｡ 又, 取扱う商品については, なるべく地元の商品, ないしは県産品というようなも
のに見直しをして, 各支店とあわせて, 一層積極的な取り引きを開始させて戴くようにとり
決めをさせて戴きたい (後略)












ところで, 学識経験者委員の天沼照雄 (川越商工会議所常議員・金融部会長) は,   年８月  日の商調協で次のように発言している  )｡ 商調協のあり様ないしあり方を示すものといえる｡
(前略) 特に大きな商店が, このような法律が作られて, 商調協という委員会にかけられ
ると云う事は, 政府をはじめ, 各自治体においても, 大きいものが育てば良いのだという事
ではなく, 調和のとれた商業活動を育てる事であると思う｡ 大型, 中型, 又小型店というそ
の中で, 各々努力しあいながら消費者にサービスする｡ サービスも消費者に迎合した過剰サ
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  ) 同前｡  ) 前掲 『通商産業政策史     ‒     第４巻 商務流通政策』   ～  頁｡ 一方で, 同書  頁には
｢すべての出店条件がこうした激しい紛争を経験したわけではない (中略) 大型店が少ない地域で,
その規模がそれほど巨大でない場合には, むしろ比較的すんなりと地元に受け入れられることも多か


















となり国内最大の売場面積, 同年に西武美術館開館,   年に  期計画全館完成)  ), さらには  年  月に営団地下鉄有楽町線の池袋・銀座一丁目間が開通したことなど, 外部環境の顕著な
変化, とりわけ業態間および地域間競争の激化に留意する必要がある｡
なお, 当該期における川越商工会議所の活動に対しては, 側聞の限りでは様々な評価がある
ようであり, その検討は他日を期したい  )｡    年代半ば以降は, 川越駅東口の再開発事業が進展し (丸広百貨店が入居して  年に ｢ア
トレ｣ が開店),   年には本川越ステーションビル (川越プリンスホテルと ｢ペペ｣ が開店)
が完成するとともに, 北部地区では  一番街蔵造り の街区整備が進むなど, 川越地域の商業
高度経済成長期以降の川越地域における大規模小売店の開店・進出と商業活動調整協議会    





ているとある｡  ) 前掲 『セゾンの歴史 年表・資料集』   ～  頁, 『セゾンの歴史 下巻』   ～  頁｡  ) 川越商工会議所発行 『川越商工』 第   号,     年  月１日, 川越市立中央図書館所蔵, 『日本経済
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